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1　はじめに
ICT（Information and communication technology）は

経済活動の無駄を省き、輸送の効率化もしくは代替を実現
し、エネルギーの有効利用や節減による CO2 排出量削減
に大きな貢献をしている。しかし、ICT の普及により、オ
フィスや家庭での電力消費は逆に増えており、結果として、
日本全体の CO2 排出量を増加させる要因の一つとなってい
る。このまま増加が続くと、2025 年には ICT による電力
消費が 2006 年現在の 5.2 倍、すなわち、国内総発電量の
25 % を占めるようになると注 1 予想されており、ICT 分野に
おける消費電力の削減は重要な課題となっている。

特に、大量のサーバーを保有するデータセンターは、多
大な電力を消費し、なおかつ消費量が年々増加しており、
地球温暖化防止の観点から、そのエネルギー消費および
CO2 排出量の削減が大きな課題となっている。このため、

日本のデータセンター事業者各社は、より効率の良いサー
バー、空調設備、電源設備の導入などの努力をしているが、
データセンター単独でのエネルギー利用の効率化は限界に
近づいており、より本質的な視点からのデザインアプロー
チが期待されている。

そこで、新たなデザインアプローチとして、複数の事業
者のシステムを組み合わせる「戦略的システムデザイン」を
提案する。戦略的システムデザインの例として、データセン
ター事業者の低温排熱をハウス栽培で再利用する複合シス
テムがエネルギーの有効利用に効果的であることを示し、
かつ経済的にも有益であることを述べる。

2　データセンター単独での効率化の限界
一般的な、データセンターのエネルギーフローおよびエネ

ルギー消費構成を図 1 および表 1 に示す。モデルとして、
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最大収容数 1,000 ラック（実稼働率 85 %）、1ラックあたり
の最大供給電力6 kW（平均4.2 kW/rack）のデータセンター
を想定する。データセンター全体の消費電力のシミュレー
ションを行い、公表された電気事業者の排出係数注 2 をか
けると CO2 の排出量は表 2 のようになる。

データセンターにおける空調機器の電力消費を考慮し、
エネルギー効率向上に資する有効な手段の一つとして、寒
冷地にデータセンターを建設して、空調効率を向上させるこ
とが挙げられる。例えば、データセンターが集中している
東京と札幌とを比較すると、年間 5 ～ 10 ℃程度の気温差
があり注 3、札幌などの寒冷地にデータセンターを設けるこ
とにより、空調機器の消費電力を約 8 % 削減することが可
能と予想できる（表 2）。逆に温暖な那覇では、8 % 程度、
空調機器の消費電力が増加する。しかし、データセンター
全体の消費電力から見ると空調機器の消費電力は 3 割程
度であるため、東京と札幌を比べても、およそ 2 % 前後の
削減効果しか期待できない（表 2）。

さらに空調効率向上の方策として、ラックをパネルで
囲ってサーバーの排出熱と空調機器の冷気を混合させない
「キャッピング」という空調方式がある（図 2）注 4。これに
より、空調機器の消費電力を約 20 % 削減することができ
るが、データセンター全体の消費電力から見ると、約 5 %
程度の削減効果に留まるとみられる（表 2）。

このように、データセンター単独でのエネルギー消費の
効率化には限界があり、大幅な CO2 削減を図るには、より
画期的な技術革新か、新たなデザインアプローチによる効
率化が必要である。

3　戦略的システムデザインの提案
3.1　物理システムと価値システム

そこで、単独のシステムによる最適化の概念の枠を越え
て、「戦略的システムデザイン」の発想による新たなデザイ
ンアプローチを提案する。

戦略的システムデザインの概念について図 3 に示す。従
来のシステムデザインでは、単一のシステムについて、主に
物理的性能の観点から評価と最適化がなされてきた。しか
し、システムにはその保有者であるステークホルダーがあ

り、システムの評価はそのステークホルダーにとっての価値
で決まる。価値はステークホルダーの心理的な価値観に依
存し、貨幣尺度に必ずしも限定されないが、貨幣尺度を用
いることで定量化と一般化が可能となる。

したがってシステムは、物理的空間に存在する物理シス
テムと、ステークホルダーの心理的空間に存在する価値シ
ステムとの二つの空間に存在していると言える。

データセンターの場合、建物、電源、空調機器、ラック
などで構成される「物理システム」と、それらが生み出す
売上という事業者にとっての「価値システム」からなる。

このとき、物理システムの最適化と、価値システムの最
適化とは必ずしも一致しない。データセンターの場合、物
理システムの最適化とは消費電力を最小にすることである
が、価値システムの最適化とはコストを最小にして利益を
最大化することである。消費電力の最小化と、コストの最
小化は同じ傾向にあるが、必ずしも一致しない場合があ
る。例えば、高効率な設備導入は消費電力を削減するが、
それが高額だと設備費用の増加によりコストは増大する。
価値が減少すると、たとえ高効率であっても事業者は設備
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図1　データセンターのエネルギーフロー

表1　データセンターのエネルギー消費構成

表2　データセンターの立地とCO2の排出量

図2　キャッピングによる空調機器の効率化の一例
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を導入することはない。
このように、物理的にいかに優れたシステムであっても、

価値空間における優れたシステムでなければ実現は困難で
ある。システムの実現のためには、価値を生み出すシステム
すなわち価値システムについても設計しなければならない。
3.2　他のステークホルダーによるシステムとスーパー
システム

さらに、実際のシステムは、物理システムおよび価値シス
テムの両面において、他のステークホルダーが所有するシス
テムと相互に影響を受けている（図 4）。

また、より多数の物理的存在やステークホルダーで構成
される「スーパーシステム」の中に組み込まれている。スー
パーシステムとは、例えば、地球環境や、社会システムな
ど、システムの存在・機能・価値に影響を与えるより大きな
物理システム・価値システムである。スーパーシステムは、
個々のシステムに対しさまざまな影響を与え、要求を行う。
システムは他のシステムおよびスーパーシステムに対して変
化し、最適化が求められる。

データセンターの場合、地球環境の温暖化防止を目的と
した社会システムの規制や世論・環境税の賦課により、排
出する CO2 を最小にすることが求められている。

こうした要求に対し、従来のシステムデザインでは、シス
テムを所有する単一のステークホルダーの範囲内で最適化
してきた。単一のステークホルダーの価値が最大になるよう
システムを設計し、他のステークホルダーの価値や、資源
の配分は考慮されていない場合が多かった。

例えば、データセンターの場合、サーバーを冷却する空
調機器の効率化など、データセンター内だけの機器の効率
化によって CO2 の排出を削減しようとしていた。

しかし、データセンター単独の設備改善だけでは CO2 の
排出をこれ以上大幅に削減することは物理的に難しい。さ
らに、価値空間においても、多額の設備投資が利益を圧
迫し、環境税などが課せられる中で、単一の事業者が価値

（収益）を高めていくのは困難である。
環境問題など、スーパーシステムが要求する、より大きな

課題に対しては、単一のステークホルダーの範囲内でシス
テムの最適化をはかることには限界がある。
3.3　戦略的システムデザインによる最適化設計

一方で、こうしたスーパーシステムからの要求課題は、
他のステークホルダーにも要求されている。そこで、個々の
ステークホルダーの枠を越え、そのシステムを組み合わせる
ことでスーパーシステムからの要求の最適化をはかり、かつ
双方のステークホルダーの価値をも高めようとするのが「戦
略的システムデザイン」による最適化設計である。

各ステークホルダーの物理システムは共通の物理空間に
存在している。このため、共通の物理法則により等しく影
響を受け、物質的交換等によりそれらを取りまとめて一つ
のシステムとして、最適化をはかることができる。それが、
「総合物理システムデザイン」（Total Physical System 
Design）である（図 3）。データセンターを例に挙げると、
データセンターの排熱を再利用して、農業ハウスにおける暖
房に利用することが考えられる。

しかし、物理システムの最適化の結果は、各システムの
ステークホルダーにとって、必ずしも最適な価値とは限らな
い。例えば、データセンターの排熱利用は、農業にとって
はコスト削減となるが、データセンター事業者にとっては追
加設備のコスト増になる。排熱再利用システムの実現のた
めには、データセンター事業者と農家という異なるステーク
ホルダー間において、価値が向上するような価値システムの
設計を行う必要がある。それが、「総合価値システムデザイ
ン」（Total Value System Design）である（図 3）。

例えば、栽培農家が利用したデータセンターの排熱の費
用（調整金）をデータセンター事業者に支払う契約システム
など、価値を調整する仕組みが必要になる。
「戦略的システムデザイン」とは、「異なるステークホルダー

のシステム間」において、「総合物理システム」と「総合価
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ステークホルダー
例：データセンター

価値
システム

価値
システム

物理
システム

ステークホルダー
例：ハウス栽培

物理
システム

従来のシステム
デザインの領域

総合物理システム
デザインの領域

総合価値システム
デザインの領域

戦略的なシステムデザインの領域

価値の交換

物質の交換

スーパーシステム
（他のステークホルダー、社会システム、地球環境など）

物理的空間

心理的空間

単一システムでの
最適化

複合システムでの
最適化



研究論文：戦略的システムデザインによる最適化設計法の提案（福田ほか）

−193− Synthesiology　Vol.3 No.3（2010）

値システム」についてデザインを行い最適化することと定義
できる。

4　戦略的システムデザインによる複合データセンター
の提案
4.1　戦略的システムデザインによる複合データセン
ターの総合物理システムデザイン

戦略的システムデザインのコンセプトに基づき、CO2 の
排出削減という社会要求に対する最適化をはかるため、
データセンターと農業を組み合わせた複合データセンターに
ついてデザインし、その効果を定量的に検討する。

まず、物理面からみたデータセンターを考察する。図 1
のデータセンターのエネルギーフローを見ると、そのほとん
どは熱としてデータセンターの外に排出されている。ちなみ
に、最終的に CPU が計算のために消費している電力は、
全体のエネルギーの 1 % 未満にすぎない。

そこで、このデータセンターの排熱を再利用する事業 /シ
ステムを組み合わせることで、より効率的なシステムを提案で
きる（図 5）。排熱を再利用する事業としては、オフィス、
住居、病院などの冷暖房や温給水、浴場や温水プール、
工場などでの温水利用、農業におけるハウス栽培の暖房な
どが想定される。このうち、ハウス栽培の暖房は、要求さ
れる温度が比較的低く、また熱需要の時間変化も比較的
安定しており、低温の熱源であるデータセンターの排熱が
温風として直接利用しやすいなど、データセンターの排熱
の活用先として有望な分野と考えられる。一方、農業事業
者にとっても、冬期のハウス栽培におけるコストの多くを暖
房のための燃料費が占めており、大きなメリットが得られる
と考えられる（図 6）。

そこで、電力事業者として CO2 排出係数が最も小さい東
京電力の供給域で、比較的寒冷である宇都宮地域におい
てデータセンターの排熱を利用したハウス暖房を想定し、
燃料費の削減効果と CO2 の排出削減効果について概算を
行った。

モデルとして同じく、最大収容数 1000 ラック（実稼働
率 85 %）、1ラックあたりの最大供給電力 6 kW（平均 4.2 
kW/rack）のデータセンターを想定した。データセンター
からの空調機排熱をハウス内の暖房に使用すると想定し、
10 月1日～ 5 月 31日までの冬期に 15 ℃以上に暖房するの
に必要な熱量を計算した。試算の結果、データセンターの
1 日あたりの発熱量は 566,300 MJ/ 日に達し、灯油 12.6 
kL/ 日の燃焼に相当する。これは、暖房効率による減少を
考慮しても、厳冬期に 88,100 m2 のハウスを暖房すること
ができる熱量である（表 3）注 5。

これにより、ハウス暖房に必要な燃料費を年間約 1 億 9
千万円削減することができ、年間 4,256 t の CO2 の削減効
果がある。これは、データセンターが排出する CO2 の 21.9 
% に相当し、データセンターおよびハウス栽培両方を合わ
せた全体で 17.9 % の CO2 削減効果がある（表 3）。このよ
うに、データセンターとハウスの複合化で、CO2 の排出は
大幅に削減することができると期待できる。
4.2　戦略的システムデザインによる複合データセン
ターの総合価値システムデザイン

データセンター事業者と農家という二つのステークホル
ダーにおいて、双方の価値（利害）が受け入れられるシス
テムでなければ、物理的なシステムを実現して、効率化を
実現することができない。そこで、データセンターとハウス
が複合したシステムの価値設計について検討を試みる。
4.2.1　データセンターが単独で環境対策に投資する場
合の条件

データセンター事業者の利益をP0、サービスの売上をS、
エネルギーコストを EC とする。これに対し、エネルギー消

図5　複合データセンターのエネルギーフロー
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1,709kL/年暖房用燃料削減量（灯油）
189,734千円暖房用燃料費削減金額
4,256t-CO2暖房用燃料削減によるCO2削減量
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-21.9 %％データセンターからみたCO2削減率
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ハウス面積 88,100

図6　農業でのデータセンター排熱の利用イメージ

表3　複合データセンターによるCO2の削減量
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費による CO2 排出量を抑制しようとする社会システムによ
り、環境税 TC が導入されるとする。事業者は、利益減を
最小にするため、効率的な空調機器の導入など環境対策
投資 IC を行い、エネルギーコストおよび環境税の削減を
はかる。このとき環境対策投資 IC を行う条件は、エネル
ギーコストの削減金額ΔEC2 と環境税の削減金額ΔTC2 の
合計が投資 IC を上回る以下の時である（図 7）。

P2 ≧ P1　ΔEC2＋ΔTC2 ≧ IC 　　　　　　  　（1）

さらに、コスト削減金額ΔEC2 ＋ΔTC2 が環境対策投資
IC および環境税 TC の合計を上回る時、対策後の利益 P2

は環境税課税前の利益 P0 を上回り、事業者は、より積極
的に環境対策投資を行うことになる（図 7）。

P2≧P0　ΔEC2＋ΔTC2≧TC＋IC　　　　　　  　（2）

しかし、実際には、技術的な限界から、データセンター
事業者単独の範囲で、（1）および（2）の条件を満たすこと
はとても困難である。
4.2.2　複数事業者全体における二つの条件

つぎに、データセンター事業者 X が、その排出する熱エ
ネルギーを回収して、これを再利用するハウス栽培事業者
Y を想定した場合の価値設計を行う。

この場合、両事業者のコスト削減金額の合計ΔEC2x＋
ΔTC2x＋ΔEC2y＋ΔTC2y が環境対策投資の合計 ICx＋
ICy の投資を上回る場合、環境対策投資を行い設備の改
善を行うことになる。

ΔEC2x＋ΔTC2x＋ΔEC2y＋ΔTC2y≧ICx＋ICy　　（3）

X、Y は異なる事業者であり、X から排出された熱をY
が再利用して大幅なコスト削減メリットを得ており、そのメ
リットを X、Y で再配分するための金額の補正 AD を行う

必要がある。ここでは、ハウス栽培農家がデータセンター
事業者に対し、利用した排熱に対する費用として調整金
AD をデータセンター事業者に支払うモデルを考える。

ΔEC2x＋ΔTC2x＋AD ≧ ICx
ΔEC2y＋ΔTC2y－AD ≧ ICy  　  　　（4）

（4）の条件が満たされる場合、X、Yそれぞれの事業
者は、外部対策コストの付加による利益の減少を投資：
ICx、ICy によって小さくすることができ、両事業者が手を
組んで対策を講ずることが可能になる（図 8）。

さらに、下記の（5）の条件の場合、両事業者のコスト
削減金額の合計ΔEC2x ＋ΔTC2x ＋ΔEC2y ＋ΔTC2y は
環境税および環境対策投資の合計 TCx＋TCy ＋ICx＋
ICy を上回り、両事業者は環境税の課税以前よりも利益を
拡大することができる（図 8）。

ΔEC2x＋ΔTC2x＋AD ≧ TCx＋ICx
ΔEC2y＋ΔTC2y－AD ≧ TCy＋ICy 　　   　（5）

データセンターの排熱エネルギーを利用したハウス栽培
という複合システムを実現するためには、（4）もしくは（5）
の条件を満たした設備コストICx、ICy の設備、および調
整金 AD を導入しなければならない。
4.2.3　環境税を導入した場合の複合データセンターの
価値評価

排出量を抑制しようとする社会システムにより、実
際に環境税が導入された場合を想定し、環境省が 2005
年 10 月に想定した環境税率 2,400 円 /t-CO2（電気 0.25
円 /kWh、灯油 0.82 円 /L）注 6 をモデルに、単独のデー
タセンターと、データセンターの排熱をハウス栽培で再利
用する複合データセンターの試算をした。東京における、
1,000 ラック、6 kW/rack の単独のデータセンターを想定し
た場合、現状の年間消費電力量は 57,817 MWhであり、
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年間の電力コストEC=693,807 千円のほか、年間の環境税
TC=14,454 千円が新たにコストとなる。

最も効果的な、キャッピングによる対策を行った場合、
年間消費電力量は 54,697 MWhとなり、年間 37,437 千円
の電力コスト削減（ΔEC2）、環境税で年間 780 千円の削減
（ΔTC2）が得られる（表 4）。しかし、CO2 の削減のため
の設備投資金額 IC の許容上限は年間 38,217 千円未満で
なければならない。1ラックあたりの投資金額は 224 千円
（償却期間 5 年）以下となり、キャッピングに必要な一般
的費用と比較すると、かなり困難な数字である。仮に 1ラッ
クあたり200 千円でキャッピングが実現したとしても、デー
タセンター全体のコスト削減金額は年間 4,217 千円に過ぎ
ない。また、課税以前よりも利益を拡大できる（2）の条件
を達成することは、ほぼ不可能とみられる。

次に、複合データセンターとして、同じ 1,000 ラック、6 
kW/rack のデータセンターを宇都宮に設け、その排熱を利
用する 88,100 m2 のハウスを想定する。

データセンターの年間消費電力量は 57,417 MWh とな
り、年間の電力コストECx=689,006 千円、年間の環境税
TCx=14,354 千円がデータセンター事業者の負担となる。
一方、排熱の再利用で、ハウス暖房の年間燃料消費量 1,709 
kL および、年間燃料コストECy=241,390 千円が 0となり、
年間 4,256 t の CO2 排出と環境税 TCy=1,402 千円が削減
可能できる。この削減効果に見合う年間の設備投資金額
ICx+ICyの上限は191,135千円（1ラックあたり1,124千円）
未満であり、データセンター単独の場合と比較してコスト的
に約 5 倍の余裕がある。年間の設備投資を 88,100 千円（1
ラックあたり1,032 千円）と仮定すると、環境税課税前と
比較して、データセンター事業者は年間 78,646 千円、ハウ
ス栽培農家は年間 8,634千円の利益増となる。このように、
複合データセンターでは、環境面でも高い CO2 削減効果を
得つつ、事業者にとっても収益効果の高いシステムを設計
できることが分かった。

5　まとめ
戦略的システムデザインは、異なるステークホルダーのシ

ステムを物理空間および心理空間（価値）のそれぞれにお
いて統合的にデザインすることである。

その例として、CO2 の削減を目的としたデータセンターの
設計を検討した結果、以下のことが明らかとなった。
（1）従来のデザインアプローチによるデータセンター単独
の効率化設計では、物理的なCO2の排出削減効果は限定
的であり、価値面でも環境改善のために投資可能な上限金
額が小さく、設備投資が困難である。また、環境税の課税前
と同等の利益確保はほぼ不可能である。

（2）総合物理システムデザイン（Total Physical System 
Design）の考えを採用し、ハウス栽培においてデータセン
ターの排熱を利用する複合システムの場合には、全体の
CO2排出削減効果が17.9 %となり、より大きな環境改善効
果ができる可能性を示した。
（3）さらに、総合価値システムデザイン（Total Value 
System Design）による価値システムとして、ハウス栽培農
家からデータセンター事業者に対し排熱利用の調整金を支
払う契約システムを導入することで、環境税の課税後でも十
分な金額の設備投資を確保することができ、双方とも環境
税の課税以前よりも利益を拡大し価値を高めることができ
る可能性を示した。
（4）データセンターを例に、単独のステークホルダーを対
象とした従来の戦術的なシステムデザインに対し、複数のス
テークホルダーを対象とする戦略的システムデザインによっ
て、物理的性能および費用対効果においてより効率的なシ
ステムをデザインできる可能性を示した。

こうした、物理システムと価値の全体バランスを取りつ
つ、双方のステークホルダーを満足させて全体の最適化
をはかるという戦略的システムデザインの基本的な考え方
は、データセンターと農業の関係に限らず、工場や発電所
の排熱を再利用する地域冷暖房の検討にも適用できる。ま
た、例えば各家庭に駐車した電気自動車の電池を、社会
全体の電力網の蓄電池として利用するスマートグリッドのよ
うな、今後の社会におけるさまざまな異なる目的を有するス
テークホルダー間での新しい複合システムの実現の検討に
適用できるものと考える。

今後は、データセンターと農業という二つのステークホル

表4　環境対策投資と収益改善効果

iDC
ｷｬｯﾋﾟﾝｸﾞ

iDC+
ﾊｳｽ栽培

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰのｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ 千円/年 689,009656,370
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの環境税 千円/年 14,35413,674
ﾊｳｽ栽培のｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ（排熱利用前）千円/年 189,734
ﾊｳｽ栽培の環境税（排熱利用前） 千円/年 1,402
設備投資によるｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ削減 千円/年 189,73437,437
設備投資による環境税の削減 千円/年 1,402780
CO2の削減量 t－CO2 4,2561,058
CO2の削減効果 ％ －17.9 %－5.4 %
許容可能な設備投資の上限額 千円/年 191,13538,217
１ラックあたり 千円/rack 1,124224
利益増となる設備投資の上限額 千円/年 175,37923,763
１ラックあたり 千円/rack 1,032140
モデルケースでの試算
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの設備投資金額 千円/年 80,00034,000
ﾊｳｽ栽培農家の設備投資金額 千円/年 8,100
環境税課税後のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰｺｽﾄ削減 千円/年 93,0004,217
環境税課税後のﾊｳｽ栽培ｺｽﾄ削減 千円/年 10,036
課税前との利益増減（ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ）千円/年 78,646－10,237
課税前との利益増減（ﾊｳｽ栽培） 千円/年 8,634
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰとﾊｳｽ栽培との調整金額 千円 173,000
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ダーのシステムだけでなく、さらに太陽光発電を加えた三
つ以上のステークホルダーによる複合システムなど、より複
雑なシステムでの戦略的システムデザインによる最適化につ
いて検討していきたい。
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よる試算を行った。

日比谷 孟俊（ひびや たけとし）
NEC 基礎研究所主席研究員、東京工業大

学客員教授、首都大学東京教授を経て、現在、
慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジ
メント研究科教授。工学博士｡ エレクトロニク
ス材料の開発、結晶成長、高温融体の熱物性
測定、ロケットや航空機を利用した無重力下で
の材料プロセス研究に従事｡ 本論文では、デー
タセンターとハウス栽培との複合化を、システム
デザイン・マネジメント学の観点から考察を行った｡

査読者との議論
議論1　システムの階層性
質問（内藤 耕：産業技術総合研究所サービス工学研究センター）

単一システム、スーパーシステム、社会システム、ステークホルダー
といった用語が使われていますが、それぞれのシステムがどのように

関係しているのか説明をお願いいたします。

回答（福田 次郎）
システムが個人レベル、組織レベル、社会レベル、地球レベルといっ

たさまざまな大きさを持ち、階層的な重層構造を持ち、相互に影響
しあっています。本論文ではまず単一のシステムの外に、さまざまな
ステークホルダーの存在を指摘することを意図しています。ステーク
ホルダーの規模や属性およびその構造が、システムに与える影響およ
びその環境下での最適解については、より深く追求すべきテーマとし
て、今後の研究としています。本論文では、最も単純な組み合わせ
である二つのステークホルダーおよび外部環境としての環境税賦課の
環境下での最適化について述べることにします。

議論2　データセンターの事例
質問（矢部 彰：産業技術総合研究所）

戦略的システムデザインという概念を提唱し、物理システムと
価値システムという観点で複数システムの組み合わせを議論し
ている点は、大変独 創的な観点であり、例えば、焼酎製 造 工
程での焼酎絞りかすの肥料応用と廃棄物処理の両立など、バ
イオマス利用と廃棄物処理の組み合わせなどのこの概念に相
当する多くの実例が思い浮かびますが、この概念をデータセン
ターの排熱の再利用に適用することは現実的でないと判断されます。
なぜならば、低温排熱の有効利用は、発電所排熱の有効利用の問
題として長年議論してきており、多くの物理システムと価値システムの
組み合わせを想定した議論を行ってきましたが、未だに経済性の成り
立つ応用例を提案する段階に至っていないからです。とても独創的な
有用な概念を提唱されているので、できることならば、実現している
応用例の分析という観点で、この考え方を提唱されるのがより説得力
を持つと思われますが、どのようにお考えでしょうか。

回答（福田 次郎）
近年のデータセンターでは、外気を直接取り込んでサーバーを冷却

し、排気として熱を建物外に排出する外気冷房を、ヒートポンプによ
る冷却と併用する事例が出ております。こうした方法で、データセン
ターの排熱から温室栽培に必要な温度を確保することは可能と考え
ます。既に、物理システムとして、国内のデータセンターで、排熱によ
る温室の栽培成功の事例も出てきています（IDC フロンティア：プレ
スリリース IDC フロンティアのアジアン・フロンティア 実証実験で外
気空調の効果を確認 空調消費電力削減効果は最大 4 割弱、廃熱の
農業活用の有効性も確認 , 2010.3.29）。また、夏場の排熱について
はすべて未利用の前提で試算を行っていますが、冬場のエネルギー
の再利用だけでも経済的に十分な価値があるという結果になりまし
た。これは、今後導入が予想される環境税を考慮に入れたことも、
排熱利用の価値を高める結果となった要因の一つと考えられます。

本論文では、物理システムと価値システムの二層の捉え方以外に、
データセンター事業者と農家という異なるステークホルダーも含めた
戦略的視点に立つことで、単一のステークホルダーでは最適化できな
いものが、物理的にも価値的（経済的）にも成立することを目的にし
ており、そうした観点から、従来の単一の工場事業主内のエネルギー
の再利用事例ではなく、データセンターを対象に取り上げました。

コメント（内藤 耕）
データセンターを事例に、システムの相互関係から最適化するモデ

ルを提案していますが、今回の論文ではデータセンターの排熱利用
が一つの事例であることを明確にし、この論文で提案している内容
の汎用性を強調することが望ましいと思います。

回答（福田 次郎）
「戦略的システムデザイン」の基本的な見方は、ご指摘のような排

熱の再利用だけでなく、スマートグリッドのように、異なる目的を有す
るステークホルダー間でのエネルギーマネジメント一般に適用できる
モデルに拡大できると考え、そのように修正します。




